
第1回 訪問看護支援事業に係る検討会  

日時：平成22年1月柑日（月）15：00～17：00  

場所：航空会館 702・703会議室  

議事次第  

1．開会  

2．議題  

（1）訪問看護支援事業について  

（2）訪問看護支援事業に関するヒアリング  

上野 委員  

（3）その他  

3．閉会  

【配布資料】  

資料1：訪問看護支援事業に係る検討会開催要項  

資料2：訪問看護の現状等について  

資料3：平成21年度訪問看護支援事業実施状況について  

参考資料1：上野桂子委員提出資料  

参考資料2：訪問看護支援事業実施要綱   



訪問看護支援事業に係る検討会開催要綱  

1．趣旨   

平成21年度より、都道府県（指定都市を含む。）において訪問看護支援事業  

を実施し、訪問看護サービスの安定的な供給体制の整備を進めているところで  

あるが、今般、実施状況をふまえ一層の推進を図るため、本検討会を開催する。  

2．主な検討事項   

訪問看護支援事業実施状況及び課題、今後の訪問看護サービスの安定的供給  

のために必要となる追加的支援策等について検討を行う。  

3．構成   

別紙のとおりとする。  

4．検討会の運営等  

（1）検討会は、厚生労働省老健局長が招集する。検討会の庶務は厚生労働省  

老健局老人保健課において行う。  

（2）検討会の公開  

検討会は原則公開とする。  

5．スケジュール   

平成22年1月に第1回検討会を開催し、以後、必要に応じ適時開催する。   



［垂直］  

訪問看護の現状等について   



訪問看護利用者及び事業所の状況  
○介護保険の訪問看護（予防含む）の利用者数は約26万人／月、訪問看護ステー   

ション数は約5，500件程度（平成21年4月審査分）であり、近年、横ばいである。  
○利用者の約6割は、要介護3以上の中重度看である。  
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訪問看護ステーション（左日盛り）  ご－、′病院又は診療所（左目盛り）  一利用有数（右目盛り）  

（出典）介護給付費実態調査  

○ 訪問看護受給者数（千人）  

要支援・   総数  要支援1  要支援2  経過的  
要介護者数  要介護   要介護1  要介護2  要介匪3  要介護4  要介重要5   

受給者数  259．2  6．3   16．9  31．9   48．7  49．0   47．2   59．0   

（％）  （100％）  （2．4％）  （6．5％）  （0．0％）  （12＿3％）  （18．8％）  （18．9％）  （18．2％）  （22．8％）   

（出典）介護給付費実態詭査（平成2岬4月審査分）   



訪問1回にかかる訪問看護労働投入  

○ 訪問看護においては、利用者宅への訪問時問以外の準備・移動・記録・ケアカ   

ンファレンス等に多くの時間を要している。  

訪問1回にかかる訪問看護労働投入時問  

0  20  40  60  80  100  120  140  

（出典）第50匝l介護給付費分科会資料より  
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訪問看護師1人当たり訪問件数  

○事業所の規模が小さいほど、看護師1人あたりの訪問件数も少ない傾向がある。  

0＼ 1仇  201  3D＼  40＼  501  601  701  8仇  901  川Ol  

2．5人以上3人未満  

（N＝170）  

3人以上5人未満  

（N＝67り  

5人以上7．5人夫溝  

（N＝401）  

7．5人以上  

（N＝3日）  

ロヰ0件未満  胃40件以上60件未満  耶0件以上80件未満  口80件以上  

出典：平成20年度老人保健健康増進等事業「訪問者議事某所数の減少雲居の分析及び対応策のあり方に関する吉尾査研究事業」（社）日本看護協会  
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夜間■深夜・早朝訪問件数  

○ 事業所の規模が小さいほど、夜間・深夜・早朝訪問件数も少ない傾向がある。  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90覧 1DO％  

2．5人以上3人未満  

（N171）  

3人以上5人未満  

（N＝664）  

5人以上75人未満  

（N＝400）  

7．5人以上  

（N＝310）  

口0件  別件以上5件未満  85件以上川件未満  皿10件以上  

9 出典 平成20年度老人保健健康工曽進等事業「訪問看護事業所数の減少要因の分析及び対栢策のあり矧こ関する調査研究事業」（社）自本看護協芸  

訪問看護支援事業  

訪問看護支援事業の実施  
＼＿M．＿．＿＿－一、h】＿．＿．．－．．＿∵▲＿．     Ⅷ．＿ 

広域対応訪問看護ネットワークセンターの事業（例）  

請求業務等支援事業  
・訪問看護ステーションより送付された   
記録等を茎にレセプト作成、料金請求等  
・看護記録を基にデータ処Ⅰ璧を行い実績   
等を資料化し訪問看護ステーションヘ   
提供  

コールセンター支援事業  
・新規利用者・家族等からの相談受付   
内容により、適宜、訪問看護ステー   
ションヘ達絹  

・訪問看護に関する情報の矧言  

医療材料等供給支援  

事業  
・医療材料等の供給が効率   
的に行われるようなシス   
テム整備への支援  

訪問看護事業の推進  

○ 利用者・家族のニーズに応える   
在宅療養  

の充実  

医療機関からの在宅へ  
一－‾ 

主†ニ  

質の高い訪問看護の提供  
○ 安全・安心の療養環境   
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【平成21年度 訪問看護支援事業の実施状況】  

○ 平成21年度、訪問看護支援事業を実施している都道府県は11道県であり、  

請求事務支援事業の実施が4県、コールセンター支援事業及び相談窓口の設置等  

の事業実施が7県、医療材料等供給支援事業4県、その他事業8県である。  

請求事務等   コールセンタ  医療材料等供   

支援事業   一支援事業   給支援事業   
その他事業  

北…毎道  ○   

茨城県  ○  ○   

千葉県   ○   ○  

静岡県  ○  ○   

三重県   ○   ○   ○   ○   

滋賀県  ○   ○   ○   

兵庫県   ○  ○  

島根県  ○   

香川県   ○  ○   

福岡県  ○  



＜各都道府県の事業内容＞  

自治体名  活動の主体  事業の名称   事業内容   進捗状況   

（1）保健所が中心になって二次医療  ○十勝圏域：訪問看護ステーショ  

圏域の訪問看護に係る実態把握や課  ンへのアンケート調査と個別のヒ  

題解決に向けた取り組み   アリング後、訪問看護に係る検討  

①退院調整や訪問指示等の効率化、  会議を開催  
円滑化、訪問看護が提供されるまで  ○滝川圏域：訪問看護検討会議  
の仕組みの検討   を開催  

②医療機関等への訪問看護サービス  

内容の情報提供方法の検討  催  

北海道  道（保健所）  家庭看護基 盤整備事業                                              ③訪問記緑の効率化や情報提供様式 の統一   
実態把握及び情報交換により、  

④遠隔地医療機関との連携の方法  今後の方向性を検討。  
⑤医療機関等関係者への訪問看護の  また、網走圏域、八雲圏域で検討  
周知、住民への普及等の検討  が今後実施される予定。   
（2）リーフレット等の作成、配布  
＊上記は二次医療圏ごとに現状分析  

し、課題を明確化したのちに、必要項  

目を実施する。  

（1）訪問看護サポートセンター（拠点）  （1）コールセンターは事業開始し  

を設置し、訪問看護の相談窓口、訪問  た。  

訪問看護サ  看護導入調整、訪問看護の周知等を  
茨 城  看護協会   ポートセン  行い、ネットワーク化を推進する。  

（2）訪問看護マニュアルや訪問看護  
タ一事業  

記録の統一化の検討を行い、訪問看  
護の効率化を図る。   

各訪問看護事業所より送付された記  事業に参加する訪問ステーション  

録等を基にレセプト作成、利用者への  

請求事務等 支援事業          料金請求等のネットワークシステムを 構築し、業務を集約化・効率化するこ とで経営安定を図る 
。   

千 葉  看護協会  
（1）ネットワークセンターを設置し、訪  

間看護利用相言炎窓口を開設し、情報  

コールセン  

ター支援事業  

システム体制を推進する。  

訪問看護に関する一般相談の専用電  各訪問看護ステーション管理者  

話を設置することにより、住民等が訪  が持ち回りで相談を受けることに  

県東部訪問  コールセン                問看護について相談しやすい体制作  決定。20以上の事業所が参加予  

看護推進事  

業協議会／  
務負担の軽減を図る。   

静 岡  
テーション連  

啓発パンフレットを作成し、説明会等を  パンフレットの具体的な内容はほ  

開催することで、住民■医師・ケアマ  ぼ決定しており業者との調整。30  
絡協議会中 部支部   

（利用促進事 業）                ネ 

推進する。   
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自治舶      活動の主体  事業の名称   事業内容   進捗状況   

専門の事務職員のいる施設をセン  

ターとして事務の一元化を検討する。  、、 の一元化を進めるには同一法人  

請求事務等  内でも仕組みが異なり現状では  

支援事業  必要性の有無とともに事務一元  

化は難しい状況である。まずは実  
態調査の実施を考えている。  

（1）新規相談を一元化し、ニーズに応  9月上旬に開設した。内容は新規  

じたステーションを紹介していく。   依頼の受付（24時間対応）、タウ  
コールセン  

訪問看護ス  
ター支援事業  

三 重   テーション連  
紹介と相談業務の効率化を図る。   

絡協議会  医療機関・薬剤師会とタイアップして、  基幹センターの設置準備段階。セ  
医療材料等         必要な医療材料を統一化する。その  ンターの主体は、薬剤師会（薬剤  
供給支援事  

業   ンター（薬局等）から訪問看護ステー  

ションを経由して配送する。   

（1）シンポジウムの開催：住民、ケア  （1）平成22年2月25日 総合文  
マネ、医療機関等を対象に訪問看護  化センターに 基調講演とシンポ  

その他（普及                  の理解を普及啓発を実施   ジウムを実施予定。現在シンポジ  
啓発事業）  （2）啓発用パンフレットの作成   スを調整中  

（2）啓発用パンフレソトの作成配  

布   

訪問看護利  訪問看護を利用する患者や家族、利  利用者・訪問看護ステーションの  
用に関する相  用調整を行う医療関係者などからの  相談窓口機能もたせる方向で検  

談窓口の設  訪問看護利用に関する相談窓口を設  

置  置する。   

箱単位での購入が必要な物品等は共  

医療材料等  

供給支援事  

業  導入により、事業者の負担と患者家族  
滋 賀  看護協会  の負担を図る。   

訪問看護従  圏域のステーションが協働して訪問看  地域全体的（20看護ステーショ  

事者の募集  

の共同実施   

新型インフルエンザなど感染症対策  

訪問看護に  

係るマニュア  

ルの作成  対応する体制を整える。  

利用者への料金請求等のシステム整  第1回推進協議会開催した。  
請求事務等         備を行い、事業所における事務業務  5つの訪問看護ステーションに対  
支援事業   の軽減を図る。   し1拠点を設置する予定。  

兵 庫  看護協会  
医療材料等  

供給支援事  

業   テムの整備を行う。   



自治体名  活動の主体  事業の名称   事業内容   進捗状況   

円滑に在宅療養生活に移行できるよ  訪問看護支援検討会によリモデ  

退院時連携  う、在宅療養支援に必要となるコンテ  ル事業実施を決定。  

体制強化事  

業  
療養に必要な情報が速やかに得られ  

ることにより業務軽減につながる。   

島根  未定  訪問看護管 理業務支援  
事業   委託先を交渉中。  

マニュアル等  
マニュアルや書類の様式を標準化す  訪問看護支援検討会によりモデ  

の標準化事 業         ることにより、業務全体の効率化を図  ル事業実施を決定。     るとともに、訪問看護業務の質の向上  
看護計画、看護記録、報酬請求事務、  ソフト会社と協力して8訪問看護  

請求事務等 支援事業         統計等の一体的な処理が可能なシス テムを開発することにより訪問看護周  
辺業務の省力化を図る。   

香 川  看護協会  上記システムの中で、掲示板を開設し  

各ステーション間での情報交換を可能  

その他事業    にするとともに、各種マニュアル等の  

掲載をして業務の効率化を図る。  

訪問看護達  訪問看護ステーション及び住民、ケア  訪問看護ステーションにアンケー  

福 岡   絡協議会 医師会  コールセン         マネ、医療機関等からの相談事項に  ト調査を実施した。    ター支援事業  対し助言や回答を行う。  第1回推進協議会 開催した。   

訪問看護に係る相談対応等の共同  鹿児島地区・姶良地区・奄美地区  
化．訪問看護のPR、パンフレット、マ  とも21年度は，訪問看護のPR用  

ニュアル作成等を共同で実施、看護記  パンフレットマニュアル■看護記  

相談対応等                       録の様式を共同で使用するなど、業  録等の共同作成を予定している。  

支援事業   務の集約化・効率化を図る。   鹿児島地区・姶良地区において  
は，訪問看護の相談支援のため  

鹿児島  看護協会  のコールセンター開設についても  

検討予定  

医療材料等の供給が定期的に安定し  姶良地区では、21年度各ステー  

医療材料等   

供給支援事  

業  業務の省力化を図る。   借できるしくみを検討する予定   

（11月9日現在）   
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平成20年度厚生労働省老人保健健康増進等事業  2010．1．18  

「訪問看護事業所の機能集約及び基盤  

強化促進に関する調査研究事業支援班」   

におけるモデル事業概要について」  

（主任研究者 川村佐和子）  

社会福祉法人聖隷福祉事業団   

理事 顧問 上野桂子 L  

1）研究事業の背景  

平成20年3月25日社会保障審議会 介護給付費分科会資料：全国訪問看護事業協会  

○訪問看護ステーション数、利用者数とも、微増にとどまっている。  

○事業損益（平成20年3月分）が赤字のステーションが全体の31．6％‡。   

黒字の事業所は、非常勤職員を多く雇用し、職員1人あたり給与費を   
王蛙、職員1人あたり訪問回数を多M、収支を黒字にしている状況   
がみられる。  

○小規模なステーション（職員数が少ない、利用者数が少ない、延訪問   

回数が少ない）ほど、赤字の割合が高くなっている。10人以上の大規   
模型は1割未満にとどまっている。  

○訪問1回あたり、利用者宅に平均65分滞在し、その他、準備働   
記録・ケアカンファレンス等に58分かかっている。  

0看護師3人未満のステーションでは、平均15．6日（2日に1回）夜間携   
帯を持参しており、職員にかかる負担が非常に大きい。  

○訪問看護ステーションの大規模化、業務のネットワーク化を   

試みたらどうか？   



2）研究事業の概要  

◆訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に   
関する調査研究事業   

（社団法人全国訪問看護事業協会代表山田雅子：山田   

班）  

◆訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に   
関する調査研究事業   

（聖隷ケノストファー大学代表川村佐和子：川村班）  

◆訪問看護業務記録のIT化促進事業   

（社団法人全国訪問看護事業協会 代表 山本隆一）  
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2．モデル事業の実施パターン  

■同法人内の訪問看  

護事業所の統合また  

は1事業所内の大規   

模化  

t看護職員（常勤換   

算）10人以上、利用   

者数100人以上を目   

安  

■大規模化により経   

営・運営の効率化を   

図る  

暮別法人の訪問看護  

事業所同士がわト   

ワークを組んで、効率   

化のために一元化   

し、協働で実施  

■訪問看護関連業務   

の負担を軽減し、経   

営■運営の効率化を   

図る  

暮請求業務、訪問看   

護業務記録や外部   

への情報提供書等   

について、汀化を適   

切に促進するため   

に、センター化・外   

注も視野に入れ、書   

類作成業務の効率   

化や情報利活用の   

推進を図る  

訪問看護業務記録の   
IT化促進事業  

訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進  
に関する調査研究事業  山田班、川村班）  

■現在の課題  

訪問看護事業所は、職員平均が4，2人薬－と小規模事業所が多く、  

管理・事務業務や訪問者護サービス提供にかかる職員負担が  

大きい。   

■モデル事業の内容  
同一法人内の訪問看護事業所を統合または1事業所内の大規  

模化とする（看護職員常勤換算10人以上、利用者数100人以上  

を目安とする）。統合のプロセス・方法や、統合前後の収支状況  

利用者数・職員負担等の変化を明らかにする。  

■一 ■■ ▲一■－ ●■▲、一■     －｝－ゾ ー  

訪問者韻事菓所の1手蔓所  
■－ －一   

預‡1  r平成18年厚生労働省介護サービス施設・事業所調書」よリ  

当たり裾性徴員常勤換算数  
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大規模化モデルの実際  

現在の規模では①新  
規制用看を増やせな  

同一法人Aステーション  

・従事者数（常勤換算）  

看護職鼻：9．5人  

PT・OT・ST：2．0人  

事務等：1．0人  

t利用者数（／月）  

介護保険：92人  

健康保険：32人  

・収益（／月）：590万円   

同一法人Bステーション  

①新規制鱒者の多様化  
・小児、・神経難病  
・終末期ケアを要する者  
・がんで症状コントロール  

を要す冬青等 一  
②訪問看護を断ることがなく  
なった  

③新規事業の展開  

統合Cステーション  

■従事者数（常勤換算）  

看護職鼻：11．1人   

PT・OT・ST：2．8人  

事務等：1．0人  

・利用者数（／月）  

介護保険：130人  

健康保険：50人  

・収益（／月）：940万円  

三遷          養 
通所介護の開始  

・ショ」トスティを計画   
④経営の効率化  

収益の増加   
⑤研修参加の増加   
⑥専門領域をもつスタッフ 
増加→全体の看護の向上  

（∋夜勤携帯当番回数の減少   
10回／月→2－5回／月  

休暇取得の増加  

経営の安靴美運営の実現  

従事者数（常勤換算）  

看護職貞：4．2人  

PT・OT・ST：0．9人  

事務等：0．5人  

利用者数（／月）  

介護保険：45人  

健康保険：26人  

収益（／月）二210万円  

オ社酎芸人全国訪問者孟夏事業協会訪問看護サービスの質の向上  

4
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統合後の変化（メリット・デメリット等）  

続合のメリット  ・新規事業の開設ができた。  

・利用者層が拡大できた。  

・臨床経験が豊富なNSがそろい、教育効果が高まった。  

・OJTができるNSが確保できた。  

・ケアの質の向上  

・主任を置き、管理、教育機能を高めることができた。  

・緊急当番の日数が減少した（NSごと）   

統合のデメ  ・スタッフの管理   

リツト   ・主治医、ケアマネジャーとの連携に時間がかかる。  

・利用者増による訪問計画作成と調整に時間がかかる。   

○ 統合により、療養通所介護事業の実施や、ヘルパーステーション、新   

卒看護師の受け入れ、障害児の適所事業等、事業拡大の可能性が   
生じている。  

■現在の課題  

小規模事業所のため、訪問看護事業所の運営にかかる様々な  

諸業務（管理業務／事務業務／電話対応／物品調達／人材確  

保・研修等）の職員負担が大きく、経営・運営の効率性が低い。   

■モデル事業の内容  

各訪問看護事業所で実施している基通迫な蓋塵を切り出し、地  

域の訪問着諸事業所同士が効垂化のために一元化し、協働し  

て実施する。  

協働実施のプロセスー方法・内容や、協働実施前後の収支状況・  

利用者数，職員負担等の変化を明らかにする。   

5  





訪問看護ステーションにおける事務作業の現状と課題  

■請求業務を含む事務処理、記録の管理、オンコールなど   

ほとんどすべての作業を訪問看護ステーションで実施。  

■利用者宅にカルテを持参し、メモを取り、ステーションで記録   

を再作成t入力。報告書等は同じ情報の転記が多い。  

JL 
■事務員の雇用など事務処理経費が高い。  

■頻回にオンコール当番があるなど、本来の訪問看護以外の   

業務が増大し、サステイナビリティが損なわれている。  

l■  

請求業務、記録作成等の事務作業を外部化して  
効率的に事務処理を実施できないだろうか？  

14  
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請求事務等支援事業に向けて  

■参画するステーションとの連携・協働  

■請求事務等を一括して行う体制の構築  

ロスペースの確保  

ロシステム構築  

口管理・運営体制の構築  

口人員の確保  

この部分は一括して委託することも可能   

【下記のような業務が実施可能】  

■報酬請求業務   

■契約書等の書類作成   

■給与計算   

■保険事務  等  ■ステーション問での取り決め  

王 室・個人情報等を扱うため、守秘義務、セキュ  
…リティの確保を徹底する。  
l  

い請求事務等一元化体制を構築するための  

妻分担金額についてコンセンサスを得る。  

昨年度モデル事業の事例  

ネットワークの効果  
1．訪問着護業務への専念  
①各事業所の報酬請求事務負担  
がなくなり、訪問者護師は訪問者  
護に専念。  

2．経営の効率化 （》事務職鼻（13ケ所で計13人）を 事務センター5人に集約（緑営の  
効率化）  

②事務センター職員が報酬請求  
のプロとなり、報酬請求の返戻が  
少なくなった  

③訪問者護師1人1日あたり訪問  
件数は3回→4．2回へ 
3．訪問看護師の算の向上  
（訃経験年数別の研修計画に沿っ  

て研修を実施。  
②外部研修増加後には、伝達研  
修を実施（13ケ所に伝達）  

③マニュアルは法人で作成し共有  
④教育的なローテーションも実施  

訪ぉン傭の安定化16  
利用者への訪問サービス提供の量・質の向上   

ネットワーク化：共同事業  

①本部センターで一括して  
以下に対応  
○報酬請求業務  
○契約書等の書類作成  
○会計兼務  
○物品（医療材料等）購入  

○給与計算  
○保険事務（車両保険等）等   

②訪問看護管理部門にて、  
訪問看護師の教育・研修  

同一法人坊間看穫  
テーション13ケ所   

①事務業務（報酬  
請求等）の効率化  
が必要  

②法人内の訪問看  
護ステーションの  
質の向上が必要  



請求事務等支援事業実施上の課題  

順  申
 
 

の
 
 

●
 
 報を安全に送受信ができ、個別情報の保護を保証  

するセキュリティシステムが必要不可欠  

●事業所の管理者が安心して委託をできるよう事業   

所情報が守られ、個別の事業所の不利益にならな   
いことを保証する必要がある  

→請求事務等の実施主体は、公的な性格を持った組   
織であることが望ましい  

（イ）コールセンター支援事業  

J′」」  

昏利用者、家族等からの新規の利  
用等に関する相談等を受ける相談  

窓口の設置等を行う。  

18  
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訪問看護ステーションにおける電話対応状況の  

現状と課題   

■訪問看護ステーションにかかってくる電話は、住民や病院、ケアマ   
ネジャーからの問い合わせや事務連絡など、個別の訪問看護ステ   

ーション以外でも受けられる内容（外部化可能な内容）がある。  

■夜間や休日は、携帯電話でのオンコール体制で対応している事業   

所が多いが、小規模事業所の場合職員の負担増につながる。   

せ  

■電話対応など周辺業務にかかる時間を削減／短縮し、本来   

業務である訪問に専念できる環境を構築したい。  

電話の受付等はコールセンターで一元化して効  
率的に対応できないだろうか？  

昨年度モデル事業より電話対応の外部化可能性  

外部のセンターで受けられる  直接訪問看護ステーション  
脚（約50％）  で受ける  

訪問時間の確認・変更  
不安・話がしたい  
状態・体調の報告  
ポンプのアラーム  
チューブのトラブル  
ケア方法の相互楽  
人院の報告   

・発作が起きた  
・呼吸状態の悪化  
・腹部の弓長り／便を出して欲しい  

・食欲低下  
・点滴がもれた  
・どの薬を使えばよい  
・利用料の支払い  

訪問看護ステーション  

ヘ■、●  

会議日程の連絡  
入院・退院の連絡  
介亘廷内零の相談  
新規訪問看護の依頼  

利用者の状態に関する相談  
臨時訪問看護の依頼  
ケア内容の確認  
福祉用具の利用相談  

＊ 訪問者琵ステーションで実際受けた電話について、電話の具体的内容と「外部化可能性」の回答を分析したもの  
（出典：平成20年度訪問看旺事業所の機能集約及び基盤強化に関する調査研究事業全国訪問看建事業協会）  

20  

10  
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コールセンター支援事業実施上の課題  

●コ鵬ルセンターが電話に対応するためには、   
予め訪問看護ステーションと利用者情報、訪   
問予定、訪問看護師の連絡先等と情報共有   
が必要。  

●利用者1家族等からの電話を受けるために、   

看護師資格を保有するスタッフが必要。  

●利用者・家族等が安心して電話できるよう、個人情   
報が守られ、利用者一家族の不利益にならないこと   

を保証する必要がある。  

11   



衛生材料の円滑な供給体制について  

○薬事法により訪問看護ステーションでは衛生材料等の管理   
ができないため、カテーテルの閉塞、点滴のつまりなど、トラ   
ブル発生時に訪問看護師が迅速な対応が困難。   

○在宅療養指導管理料算定者に必要な衛生材料医療材料   
は主治医から供給される仕組みになっているが、実際には、   
脱脂綿、滅菌手袋、消毒綿、ガーゼ、ドレッシング材など、剋   
旦艶≧塵型。  

○衛生材料医療材料申ぐ量二農と幽供給される  

づく  システム  りが不  可欠。  

出典・全国訪問者謹事業協会平成19年度老人保健健康増進等事業「訪問者正幸集の報酬体系・提供体制のあり方 23 に 

関する調査研究事業」（実施中）   



医療材料等供給支援事業に向けて  

■参画するステーションと医療機関・薬局との連携・協働  

■衛生材料医療材料等の供給を一括して行う体制の構築  

ロ材料をストックする場所の確保  

□管理・運営体制の構築（薬剤師との連携など）   

■ 在庫管理   

■ 個別利用者情報の管理（材料の個別パック化）  

ロセンターの人員確保   
■ 薬剤師が必要  

この部分は一括して  

委託することも可能  

■ステーション間での取り決め  

■個人情報等を扱うため、守秘義務、セキュリ  
ティの確保を徹底する。  

・費用負担方法の取り決めが必要。  

医療材料等供給支援事業実施上の課題  

・医療材料等供給支援事業を迅速に普及させ   

るにあたっては、薬剤師との連携が必要であ   

り、薬局等の既存の機能の活用も検討する必   

要がある。  

・利用者の状態等に対応して医療機関・訪問   

看護師が利用者の医療材料等の必要量を適   

切に予測するとともに、薬剤師と事務職員等   
との適切な役割分担が必要である 。  

13   



訪問看護支援事業  

（工）その他  

マニュアル類共同作成支援事業  

看護記録様式の共同利用支援事業  

厚地域内のステーションで共通の  
マニュアルを作成したり、様式類の  
共有化を行う。  

訪問看護ステーションにおける  

マニュアルー記録様式等の管理の現状と課題   

■ステーションごとに様々なマニュアルを作成するのは負担が大きく  

、内容の改訂や更新にもコストがかかる。  

■看護記録様式等がステーションによって異なるため、別ステーショ   

ンが担当する利用者を訪問した場合に不都合が生じる場合がある   

0  

帯  

■地域内でマニュアルや様式類を統一して業務効率化や訪問   
分担の推進を図りたい。  

jL  
マニュアルや様式類を共同作成して管理するシス  
テムを構築できないか？  

14  

‾▼ 
訂「「」昔二   
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マニュアル類の共同作成支援事業、   
看護記録の共同利用支援事業に向けて  

■地域内のニーズ把握   

□地域内ステーションのニーズを把握  

■ステーション同士の協議支援   

ロマニュアルや様式作成の支援  

■ マニュアルの構成案の作成  

1共同作成／共有する様式の検討  

■ 責用負担   

□共有のためのサポート   

ロ改訂・運用スキーム構築の支援  

ステー  
ション同  

士の協議  
をサポー   

ト  

■継続的な改訂・運用の支援   

ロマニュアルや様式の活用状況を定期的に把握し、サポート  

昨年度モデル事業の事例  
（災害対策マニュアルの例）  

晦醸チェック考  
コ汁火口ず8こなる研ヨ随さ4tていま寸．り、7   

コ1⊥鮎Ii引火性・秋什・サミ亘り伊ゝ21「．ソ」二月Ul’こいますか7  

Tl甑・附Uユ＼て卯∫？   

［コ室温が5℃壮1上、35℃】⊥下てすか？   

に上刀、ら1範乃1返ら少．水平刊常田二ぶほ翫き1んてtほヲ乃、つ  

口油り胞t掛売I‘rてい才すか？   

∩紛ら15clr皿－tてい魂す七、？   

「ドF－フJ【用‾のに削nn＼辞せ九乃り   

∩タコ憾諮馴まされてい摩や情誼巧   
⊂］箪稀ランプ卿を！蠣さIュていますエヽリ   

「柄胃爪ンペ弓引襲うことわ七日宋ま丁訂■？   

「ボンベを月又り睦子ることメ穴、登資す廿？   

瑚入珊・†享止てきますけ？   

⊂コ：櫨誉8鄭∈て空夢すゎ、■事I   

⊂M寸1rよ朗巧：策を煮1つn＼＃．すか？   

口除フmr踊＜篠ったと師チェック乃選一！  

lじっています1〔？   

．」棚－㈹、l鮮荒すノ～「J二きしていま匂ゎ、ワ  

－一一一－一■一‾＋ 一 

●一－＝ 
・－－一－－－、 、－▼   ト＿－一▲一ノ▼〆 

ま憎間■れりlナm八晰乳＝打軸．て11こ′ナ亡：う珊してく／二  

eい  

稚釦）フ下イント  

・毒御本1ヰ一こ循I負わ聡く，作一助しているひ  

■作手月してし耽′∨二きJ祁酬ンペにⅥり皆兵る  

・巧節ヲエコ・ノを火1こ近‾コけな√＼  

酸素≡農場装置が正常に作動していない壬完合  

軌ホ故人－■  モの亡苗；董一誌事1員   



昨年度モデル事業の事例  
マニュアル類の共同作成による効果  

ネットワークヤヒによる効果  
1．新規利用者・訪問回数の増加  
包地域の利用者のニーズへの対  
応が可能になった  
2．移動・業務の効率化  
（むマニュアル作成にかかる時間  
が677時間短縮した  
②共同でマニュアルを作成するこ  
とで人件費計算で約725万円が削  
減された  
③これらの人件費分を訪問に当  
てると約1800件の増加につなげ  
ることができる  
3．訪問看護（わ賞の向上  
①合同でのスタッフ教育によリ2つ  
のステーションが入っても同じ  
サービスの提供が可能となる  
②防災マニュアルの利用による療  
養生活の安心の確保ができた  
（∋人件費として活用し、時間内の  

研修を受けることができる  
④共通マニュアルを生かした合同  
研修の実施ができる  

F地域訪問看護  
テーション  
①小規模ステーションの  
ため災害時のマニュアル  
作成の時間がとれず、医  
療ニーズの高い利用者の  
災害時の対応1本制が整  
備されていない．  

②小規模ステーション内  

ネットワーク化：共同事業  

①マニュアル類の共同作成   
医療ニーズの高い在宅療  

養者に向けた防災マニュア   
ルの作成  
②合同でスタッフの知識・技  
術の共有を実施   
在宅看護で必要なフィジカ  

ルアセスメントの研修  

でのマニュアル作成では  

少人数での検討となり、そ  

の成果物に自信が持てな  

い。  
負担も大きい。  

②小規模ステーションの  

ため新スタッフの教育・研  
修に充分な時間がとれな  
し＼ 

17   



訪問看護ステーションにおける  

訪問体制の現状と課題   

■小規模なステーションのため、利用者が望んでも夜間や休日の訪   
問ができない場合がある。  

■専門的知見が必要な利用者の状態像（がん末期、小児、精神等）   
によっては、対応できない場合がある。  

、■．＿  
■夜間や休日対応が可能なステーションや、専門領域に特化し   

たステーション等と分担して、利用者の実情にあった訪問をし  
たい。  

」蝉L  

ステーション間で連携して、訪問を効果的に分担す  
るシステムを構築できないだろうか？  

ネットワークセンターにおける夜間・休日、  
専門領域の訪問分担支援事業のイメージ  

ステーション間の連  

携をサポート ◆ ◆  

連携のサポートとして考えられること  

■ 地域の訪問看護状況の把握  

■ 連携希望ステーションの把握と相   
互紹介  

■ 連携のあり方の検討（時間帯、対   
象者等の調整、報酬や事業所利   
用等の調整など）  

連携に参加する訪問  
者注ステーション   



昨年度モデル事業の実際   

■b町利用者への訪問を分担  

①b町ステーションは平日、a町ステーションは休日祝日夜間   

の対応を分担  

②a町ステーションのみで担当  

■b町居宅介護支援事業所に2ステーション連携をPR  

■医師に説明し、指示書を2ステーションにもらう  

■a町ステtションはb町ステーションの事務所を借り、休憩や   

記録をし、情報を共有  

■連携した利用者の記録様式を統一  

19   



昨年度モデル事業の事例  

a町ステーションにおけるb町利用者の状況  

■連携訪問の  
実施により、  

b町では訪問  

看護の新規利  
用者が14人増  

えた  

出典：平成20年「訪問着護事業所の機能集約及び基盤強化促進に関する調査研究事業」39  
（研究代表：川村佐和子）  

ネットワーク化モデル実際  

ネットワークの効果  

1．新規利用者・訪問回数の  
増加  
①B町でも休日夜間訪問看護  

を提供できるようになり、退院  
し在宅療養する利用者が増加  
（診多様疾患・症状をもつ利用  

者の受け入れ可能になった  

③地域の利用者のニーズへ  
の対応が可能になった  
2＿移動・業務の効率化  

①互いの施設を利用すること  
で、移動時間の短縮・業務効  
率が向上した  
②記録様式の共同利用  
3．訪問看護の箕の向上  

①互いの優れた看轟技術を教  
え合い技術等が向上  

ネットワーク化：共同事業  

①休日■夜間帯の訪問   
を分担〔Aは休日■夜間帯   

Bは平日・日中〕  

（∋専門領域の訪問を分   

担〔ターミナル期、精神な  
ど〕  

A町・A訪問看護  

テーション（A）  

①B町の利用者訪  

問看護は遠距離で  
ロスが大きい  

②A町内では新規  

利用者の伸びが小  
さい→新規利用者  
の開拓が必要  

B町・B訪問看護  

ステーション（B）  

小規模のため  
（D休日・夜間訪問  

ができない  

②多様症状をもつ  
利用者に訪問が  
できない  

③利用者からの24時間   

電話対応を共同実施〔A1  

24時間、Bは平日・日中〕  再 
③看護記録の様式を共   

同で使用〔A、B共通〕  
④ケア技術や管理1運営   

を相互に相談（コンサル   

テーション）〔AからBへ〕  

⑤双方の施設を共同利   
用〔AはAとB、BはBのみ〕  

②ケース討論が活発化  

」■L  
A・B訪問者護ステーションの経営の安定化  

畑社団法人全匡訪問着誰事業協会利用者への訪開サービス提供の量・質の向上  

20  
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夜間・休日の訪問分担支援事業における課題   

●訪問分担が必要な利用者を抱えるステーショ   

ンと、訪問を提供できるステーションのマッチ   

ングのためには、地域内での定期的な情報   

共有が不可欠。  

●報酬上の制約（加算の種類によっては、2カ   

所のステーションが訪問した場合も、1カ所し   

か算定できない加算がある）について、ステ   

ーション同士のコンセンサスを得る必要があ   

る。  

41  

パンフレットの作成・PR支援事業における課題  

●パンフレットの改訂・活用のスキームについて  

、訪問看護支援事業が終了後も継続的に実   

施できる運用体制を構築することが必要。  

●ケアマネジャーのみではなく、地域住民全般   
を対象として訪問看護ステーションの役割を   

アピールすることが重要。  

21   



訪問看護ステーションの紹介  
1000部作成・配布先   

病院■診療所・医師会  

薬剤師会・保健所・市役所  

包括支援センター  

介護支援専門員   

介護サービス事業所   

訪問看護ステーション  
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資 料1－2   
参考  
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3）「訪問看護支援事業」パンフレット作成一各   

都道府県及びステーションヘ配布  

10000部作成  

配布先  

全国のステーション  

連絡協議会  

都道府県担当者等  

都道府県看護協会  

研修会等  
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③訪問依頼のある県  

香川県・千葉県・北海道  

山形県（モデル事業の説明に来て欲しい）  

長野県（6／5の総会時に訪問予定）  

5）支援事業に係る委員会に委員として参加し  

ている県  

・鹿児島県 訪問看護支援事業検討委員会に参加  

川村佐和子氏（聖隷クリストファー大学大学院教授）   

・茨城県  訪問看護推進協議会に参加  

山田雅子氏（聖路加看護大学教授）  

川上智美氏（茨城県保健福祉部長寿福祉課係長）  

柏木聖代氏（筑波大学大学院講師）  

村田昌子氏（茨城県看護協会会長）   

・静岡県  上野桂子氏（聖隷福祉事業団理事）  

1〔1  
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8）質問・問い合わせへの対応  

① 今回訪問看護支援事業を行う都道府県に対して積極的に、  
支援内容を各都道府県の特徴・意向を踏まえた上で相談に乗  

り具体的内容を提示する。  

②支援（訪問■HP参照等）のインフォメーションを行った県  

・京都府t 和歌山県・奈良県・大分県■ 長崎県  

9）その他  

・講師等の派遣を行った県  

三重県  

ケアマネジャー向けシンポジウムに講師紹介  

2．訪問看護支援事業を推進するた  
めの活動課題  
・都道府県及び政令都市自体の取り組む姿勢に、ばらつきがあ  

るので、それぞれの進行にあった支援が必要である  

・『訪問看護支援事業』の更なる周知が必要  

・訪問看護自体の知名度が低い  

・アンケート結果の訪問看護支援事業への活用方法のアドバイス   

■ 初動スキーム構築への支援  

・地域の看護協会やステーションに理解を求めるのが困難な場合、  

ステーション連絡会や看護協会に出向いて支援するなどエ夫する必  

がある  

・事業終了後が難しい  

7   



参考資料2  

老発第0408001号  
平成21年4月8日  

都道府県知事  

指定都市市長  
殿   

≡三‾‥‥三≡  

忘閻堅  

厚生労働省老健局  

訪問看護支援事業の実施について  

訪問者謹啓業の推進のため、別添のとおり「訪問宥護支援事業実施要綱」  

を定め、平成21年4月1日より実施することとしたので通知する。   
ついては、事業の趣旨をご理解頂き事業の円滑な実施について特段のご  

配意をお願いしたい。   

また、管下市町村に対して周知徹底を図るとともに、・本事業の円滑な実  

施について御協力を賜りたい。   



訪問看護支援事業実施要綱  

1目的  

本事業は▲高齢化の進展に伴い、要支援者・要介護者の増加により、在宅療養者の増加が見  

込まれるなか、在宅医療の推進が重要課題となっていることから、訪問看護サービスの安定的  

な供給を維持し、訪問看護を必要とする者に必要な訪問看護を提供する体制を整備することに  

より、在宅療養環境の充実を図ることを目的とする。  

2 実施主体   

本尊芙の実施主体は、都道府県・政令指定都市（以下、「都道府県等」という。）とする。   

なお、都道府県等は、事業を適切に実施することができると認められる関係団体等に委託す  

ることができるものとする。  

3 事業内容  

（1）訪問着誰推進協議会の設置  

ア 目的  

本事業は、都道府県等が訪問看誌推進協議会を設置し、広域対応訪問看護ネットワーク   

センター事業の企画、調整等を行い訪問看註の安定的な供給に寄与することを目的とす   

る。  

イ 組織  

（ア）自治体関係者、都道府県等看詮協会代表者、都道府県等医師会代表者、訪問者護  

事業所管理者、学識経験者等により構成すること。  

（イ）既に、訪問看護に関する同様の協議会等が設置されている都道府県等においては、  

既存の協議会等をもって、本事業における訪問看証推進協議会を兼ねることもできる。  

ウ 主な検討事項   

協議会は、以下の内容について協議、助言、支援等を行うものとする。  

（ア）当該地域の訪問看護事業の実態の把握、課題の分析  

（イ）広域対応訪問看註ネットワークセンター事業の計画立案  

（ウ）広域対応訪問看護ネットワークセンター事業の実施に関すること  

（エ）広域対応訪問看護ネットワークセンター事業の評価   



（2）広域対応訪問看護ネットワークセンター事業  

ア 目的  

本事業は、訪問看護事業所の業務を集約化一効率化し、訪問看護の安定供給を図ること  

を目的とする。  

イ 事業の内容  

都道府県等は、以下の（ア）～（工）の事業のうち1つ以上実施する。   

（ア）請求事務等支援事業  

訪問看護事業所より送付された記録等を基にレセプト作成、利用者への料金請求等  

のシステムの整備に関する事業   

（イ）コールセンター支援事業  

利用者、家族等からの新規の利用等に関する相談等を受ける相談窓口の設置等   

（ウ）医療材料等供給支援事業  

医療材料等（特定治療材料及び衛生材料を示す。）の供給が効果的に行われるよう医  

療機関や薬局等との供給システムの整備に関する事業   

（工）その他  

上記（ア）～（ウ）と同等程度で訪問看護事業所の業務を集約化・効率化するに当たっ  

て必要と認められる事業  

り 実施拠点  

広域対応訪問看護ネットワークセンターにおける各事業について、都道府県等及び訪問  

看証推進協議会が適当と認める場所に事業実施の拠点を設置するものとすること。  

エ 実施体制  

広域対応訪問看証ネットワークセンターを拠点に地域の複数の訪問看護事業所と連携し  

て、イの事業を実施するものとすること。  

オ 留意事項   

（ア）事業の実施に当たっては、地域における社会資源の活用に留意すること。   

（イ）広域対応訪問看証ネットワークセンター事業において、職員の知り得た情報が部外  

者に漏れることがないよう、必要な措置を講じるものとすること。   

（ウ）特定の法人などにより対象が構成されることなく、当該地域の訪問看故事某所が広く  

活用できるようできるよう配慮すること。   

（エ）本事業の終了後もネットワークを充実させるため、事業の継続、発展が可能となるよ  

う訪問看護推進協議会等で検討すること。   

4 事業の報告  

都道府県等は、訪問着護推進協議会による事業計画や事業報告を年度ごとに厚生労働省  

に報告するものとする。  

一丁’「間   「▼  




